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（参考） 

◎ 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付について 比較表 

令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
こ 成 保 第 2 1 8 号 

令和６年３月2 9日 

【第１次改正】こ 成 保 第 2 3 6 号 

令和６年４月1 0日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

  中 核 市 市 長 

児童相談所設置市市長 

 

こども家庭庁成育局長 

 

 

認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付について 

 

認可外保育施設の指導監督については、「認可外保育施設に対する指導監督

の実施について」(令和６年３月29日こ成保第206号本職通知。以下「指導監督

通知」という。) により行われているが、同通知の別添として定められた「認

可外保育施設指導監督基準」（以下「指導監督基準」という。）を満たすこと

により、認可外保育施設についても一定の質を確保し、児童の安全確保を図る

ことが必要である。 

雇児発第 0121002 号 

平成 17 年１月 21 日 

【第１次改正】 雇児発第 0328001 号 

平成 20 年３月 28 日 

【第２次改正】 雇児発 0303 第１ 号 

平成 2 9 年３月３日 

【第３次改正】 子 発 0 9 3 0 第 ４ 号 

令和２年９月 30 日 

【第４次改正】 子 発 0 3 2 2 第 ４ 号 

令和３年３月 22 日 

【第５次改正】 子発０１３１第７号 

令和５年１月３１日 

 

 

 

  都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

  中核市市長 

 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 

 

 

認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付について 

 

認可外保育施設の指導監督については、「認可外保育施設に対する指導監督

の実施について」(平成 13 年３月 29 日雇児発第 177 号本職通知。以下「指導

監督通知」という。) により行われているが、同通知の別添として定められ

た「認可外保育施設指導監督基準」（以下「指導監督基準」という。）を満た

していない施設が未だに数多く見られるところである。待機児童が存在し、

認可外保育施設を利用せざるを得ない児童が多数存在することを踏まえれ
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

ついては、認可外保育施設に対してより効果的な指導監督の実施を図る観

点から、今般、別紙のとおり「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明

書交付要領」を策定し、児童福祉法（以下「法」という。）第59条の２の５第

２項の規定に基づく情報提供の一環として、指導監督基準を満たしていると

認められる施設に対し、都道府県知事、政令指定都市市長又は中核市市長又は

児童相談所設置市市長（以下「都道府県知事等」という。）がその旨を証明す

る証明書（以下「証明書」という。）を交付するとともに、その旨を公表する

仕組みとしており、適切な運用が図られるよう対応方お願いする。この仕組み

については、利用者への情報提供として適切に実施される必要があり、また、

各都道府県等の区域を越えた認可外保育施設の利用者が存在することを踏ま

えれば、全都道府県等を通じて統一的な取扱いが求められることに特に留意

願いたい。 

なお、本通知の適用に伴い、「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証

明書の交付について」（平成17年1月21日付け雇児発0121002号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局長通知。以下「旧通知」という。）は廃止する。旧通知に基

づき過去交付された証明書については、本通知による証明書を交付したもの

とみなすこととする。 

おって、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項

の規定に基づく技術的助言であることを申し添える。 

 

 

（別紙） 

認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書交付要領 

第１～第４ （略） 

 

別表 評価基準 

 

この評価基準は、現在の指導監督基準に沿って、立入調査の結果について

文書指導を行うべきものと口頭指導による対応が可能なものに整理したもの

である。 

 ○判定の内容 （略） 

○指導の基準 （略） 

○改善結果 （略） 

ば、こうした認可外保育施設についても一定の質を確保し、児童の安全確保

を図ることが必要である。 

こうした状況を踏まえ、認可外保育施設に対してより効果的な指導監督の

実施を図る観点から、今般、別紙のとおり「認可外保育施設指導監督基準を

満たす旨の証明書交付要領」を策定し、児童福祉法（以下「法」という。）第

59 条の２の５第２項の規定に基づく情報提供の一環として、指導監督基準を

満たしていると認められる施設に対し、都道府県知事、政令指定都市市長又

は中核市市長（以下「都道府県知事等」という。）がその旨を証明する証明書

（以下「証明書」という。）を交付するとともに、その旨を公表する仕組みを

導入することとしたので、適切な運用が図られるよう対応方お願いする。 

なお、この新たな仕組みについては、利用者への情報提供として適切に実

施される必要があり、また、各都道府県等の区域を越えた認可外保育施設の

利用者が存在することを踏まえれば、全都道府県等を通じて統一的な取扱い

が求められることに特に留意願いたい。 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） 

認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書交付要領 

第１～第４ （略） 

 

別表 評価基準 

 

この評価基準は、現在の指導監督基準に沿って、立入調査の結果について

文書指導を行うべきものと口頭指導による対応が可能なものに整理したもの

である。 

 ○判定の内容 （略） 

○指導の基準 （略） 

○改善結果 （略） 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
 

１．１日に保育する乳幼児の数が６人以上の施設の指導基準等 

 

第１ 保育に従事する者の数及び資格 

 １～２ （略） 

 

 
 ４ （略） 

 

第２ （略） 

第３ 

 

 
 ２ （略） 

 

 

１．１日に保育する乳幼児の数が６人以上の施設の指導基準等 

 

第１ 保育に従事する者の数及び資格 

 １～２ （略） 

 

 
４ （略） 

 

第２ （略） 

第３ 

 

 
 

２ （略） 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
第４ 保育室を２階以上に設ける場合の条件 

 

 
２～３ （略） 

 

第５～第６ （略） 

 

第７ 健康管理・安全確保 

 １～２ （略） 

 

 

 

第４ 保育室を２階以上に設ける場合の条件 

 

 
２～３ （略） 

 

第５～第６ （略） 

 

第７ 健康管理・安全確保 

 １～２ （略） 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 
 

 

 ６ （略） 

 

 
 

 

６ （略） 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 
８ 安全確保 

  a～i （略） 

 

 

 
８ 安全確保 

  a～i （略） 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 
 

第８ 利用者への情報提供 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第８ 利用者への情報提供 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 
３ （略） 

 

第９ （略） 

 

 

２．法第６条の３第９項に規定する業務又は同条第 12項に規定する業務を目

的とする施設（１日に保育する乳幼児の数が５人以下のものに限る。）の指導

基準等 

 

第１～６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７ 健康管理・安全確保 

 
３ （略） 

 

第９ （略） 

 

 

２．法第６条の３第９項に規定する業務又は同条第 12 項に規定する業務を目

的とする施設（１日に保育する乳幼児の数が５人以下のものに限る。）の指導

基準等 

 

第１～６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７ 健康管理・安全確保 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
 １～２ （略） 

 
 

６ （略） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 １～２ （略） 

 
 

６ （略） 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ （略） 

a～i （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ （略） 

a～i （略）
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 

 
 

 

第８ 利用者への情報提供

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８ 利用者への情報提供 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 
 

３ （略） 

 

第９ （略） 

 

 

 

３．法第６条の３第 11 項に規定する業務を目的とする施設（複数の保育に従

事する者を雇用しているものに限る。）の指導基準等 

 

第１ 

 １ （略） 

 

 

 
３ （略） 

 

第９ （略） 

 

 

 

３．法第６条の３第 11項に規定する業務を目的とする施設（複数の保育に従

事する者を雇用しているものに限る。）の指導基準等 

 

第１ 

  １ （略） 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２～６（略） 

 

第７ 健康管理・安全確保 

 １ （略） 

 

 
 

第２～第６ （略） 

 

第７ 健康管理・安全確保 

 １ （略） 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

  
 

３ （略） 

 
 

 

 

 

 

 ５ 安全確保 

a～h （略） 

 
 

  j～k （略） 

 

第８ 利用者への情報提供 

 
 

 

 

 ３ （略） 

 
 

 

５ 安全確保 

  a～h （略） 

 
  j～k （略） 

 

第８ 利用者への情報提供 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 
 

  ３（略） 

第９   （略） 

 

４．法第６条の３第 11 項に規定する業務を目的とする施設（複数の保育に従

事する者を雇用していないものに限る。）の指導基準等 
 
第１～第６ （略） 

 

第７ 健康管理・安全確保 

１～３（略) 

 
 

３ （略） 

第９ （略） 

 

４．法第６条の３第 11項に規定する業務を目的とする施設（複数の保育に従

事する者を雇用していないものに限る。）の指導基準等 

 

第１～第６ （略） 

 

第７ 健康管理・安全確保 

１～３（略） 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

  

５ 安全確保 

  a～h （略） 

 
 

 

 

 

  j、k （略） 

 

第８ 利用者への情報提供 

 
５ 安全確保 

  a～h （略） 

 
 

 

j、k （略） 

 

第８ 利用者への情報提供 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 
 

 

 

３ （略） 

 

第９ （略） 

 

 

法第６条の３第 11項に規定する業務を目的とする施設（複数の保育に従事す

る者を雇用していないものに限る。）の指導基準等に係るチェックシート（ひ

な形） 

 

第３～第６ （略） 

 

第７ 健康管理・安全確保 

 ３ （略） 

 
５ （略） 

 
 

 
 

 

 

３ （略） 

 

第９ （略） 

 
 

法第６条の３第 11項に規定する業務を目的とする施設（複数の保育に従事す

る者を雇用していないものに限る。）の指導基準等に係るチェックシート（ひ

な形） 

 

第３～第６ （略） 

 

第７ 健康管理・安全確保 

 ３ （略） 

 
 ５（略） 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
別添様式 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
別添様式 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 
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令和６年度（第１次改正後） 令和５年度 

 

 

 


